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序．東員町人口ビジョンの位置づけ 

（１）東員町人口ビジョンの位置づけ 

わが国の総人口は、平成 20 年（2008 年）の約１億２千８百万人をピークに減少局面に入

り、国立社会保障・人口問題研究所の中位推計によると、今後も減少が続き、平成 72年（2060

年）には約 8,674万人になると見込まれています。合計特殊出生率は低下傾向から横ばいと

なっているものの、若年女性人口が減少しているため出生数は減少し、少子高齢化が一層進

行しており、超高齢社会となっています。 

国においては、人口急減・超高齢化という直面する大きな課題に対し政府一体となって取

り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自立的で持続的な社会を創生できるよう、平成

26 年９月３日付で閣議決定により、まち・ひと・しごと創生本部を設置しました。その後、

平成 26年 12月には「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、まち・ひと・しごと創生総

合戦略の推進をしています。 

まち・ひと・しごとの創生に向けては、人々が安心して生活を営み、子どもを産み育てら

れる社会環境を作り出すこ

とによって、活力にあふれ

た地方の創生を目指すこと

が急務の課題となっていま

す。 

このため、地方において、

「しごと」が「ひと」を呼

び、「ひと」が「しごと」を

呼び込む「好循環」を確立

することで、地方への新た

な人の流れを生み出すとと

もに、その「好循環」を支

える「まち」に活力を取り

戻すことに取り組むことが

重要となっています。 

 

東員町においては、これまで人口は増加傾向にありましたが、平成 11（年頃から 1999）

をピークに減少傾向で推移しています。 

人口減少を抑制していくためには、東員町に集う町民、企業・団体、行政など多様な主体

が連携し、共通の目標に向かって取り組んでいくことが重要になります。 

そこで、本町における人口減少を抑制し、人と仕事の好循環を作り出すため、国が策定す

る長期ビジョン及び総合戦略と密接に連携して、本町の人口の現状分析を行い、今後目指す

べき将来の方向と人口の将来展望を提示し、関係者が認識を共有することを目的に、東員町

人口ビジョンを策定します。 

 

（２）対象期間 

人口減少は長期間にわたり影響を及ぼすことから、45 年後の平成 72（2060）年を対象期

間として設定します。  
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１．東員町の人口の現状分析 

（１）人口・世帯の動向 

①人口の動向 

〇東員町の人口は全国よりも 9年早い 1999年にピークを迎え、その後減少に転じています。 

〇東員町の人口は 1975年までは三重県や全国と同じくゆるやかに増加していましたが、 

1975年から 1990年までは、北部の笹尾地区入居開始（昭和 51（1976）年）に伴い急激に増

加しています。 

〇国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という）の推計によると、2040年には東

員町は 1985 年レベル、三重県は 1965 年レベル、全国も 1975 年レベルの人口に戻ること

になります。 

 

図１－１ 東員町、三重県及び全国の５年ごとの人口及び将来推計人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ピーク年の人口は総務省「人口推計」（全国、三重県）、三重県戦略企画部統計課「年齢別人口」（東

員町）による。 

※2015年以降の人口は社人研推計値より作成 
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②年齢別人口の動向 

〇東員町では、生産年齢人口が 2000 年まで増加を続けましたが、2005 年に減少に転じ、現

在まで減少が続いています。年少人口は、1965 年を除いて 1990 年まで増加を続けました

が、1995年からは減少に転じ、減少が続いています。老年人口は、一貫して増加を続けて

おり、2005年には年少人口を上回っています。 

〇今後も、同様の傾向が続くと予想されています。 

 

 

図１－２  東員町の年齢３区分別人口の推移と将来推計 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2010年までの総人口、３区分人口は国勢調査より作成 

※2015年以降の総人口、３区分別人口は社人研推計値より作成 
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③人口構造の比較 

〇1980 年と 2010 年の人口構造を比較すると、笹尾地区などへの入居による人口増とその高

齢化により、高齢者人口が増加しているのがわかります。 

〇2010年には、団塊世代である 65歳前後、団塊ジュニア世代である 40歳前後の人口が他の

年代より多くなっています。しかし、団塊ジュニア世代の子どもの層である 10歳前後は、

それほど多くはありません。 

〇今後は、より少子高齢化が進むことが予想されます。 

 

 

図１－３  1980年及び 2010年の人口ピラミッド比較（東員町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４ 2010年及び 2040年（将来推計）の人口ピラミッド比較（東員町） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1980 年及び2010年は国勢調査、2040年は社人研推計値より作成 
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③地区別人口の推移 

〇神田地区の六把野新田・鳥取、稲部地区の大木・長深は、人口増加となっており、生産年

齢人口、年少人口ともに増加傾向のため、ファミリー層の入居が増えているものと思われ

ます。 

○そのほかの地区は人口減少となっています。北部の笹尾西、笹尾東、城山は、年少人口の

減少が大きく、ニュータウン入居時の子ども世代が進学や就職などで転出したものと思わ

れます。 

    

図１－５ 地区別人口の推移 
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  （笹尾西）

（笹尾東）

（城山）

　【出典】
　国勢調査（1995年～2010年　各年10月1日時点　小地域別集計）
　住民基本台帳（2015年　6月30日時点　行政区別集計）
　※在来地区は住民基本台帳における行政区が国勢調査における小地
域と一致しない。
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（２）出生・死亡、転入・転出の推移 

〇「自然増減」については、2003年までは出生数が死亡数を上回る「自然増」でしたが、2004

年にはじめて死亡数が出生数を上回る「自然減」となり、2010年以降は「自然減」が続い

ています。 

〇「社会増減」については、1994 年まで転入が転出を上回る転入超過（「社会増」）であり、

特に、1991 年までは年間数百人～千人台単位での転入超過でした。しかし、1995 年以降

は転出が転入を上回る転出超過（「社会減」）の年が多く、最も社会減の多い 2002年は 253

人の転出超過となっています。 

 

図１－６ 東員町の出生・死亡数、転入・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2010年までの総人口は国勢調査及び三重県「年齢別人口」 

※出生・死亡・転入・転出数は三重県統計課「月別人口調査」「三重県勢要覧」より作成。 

※人口は10月1日時点。出生・死亡・転入・転出数は前年10月1日～9月30日の値 
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（３）総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

〇東員町では 1994年までは「社会増」が続いており、特に 1990年までは「自然増」に比べ

ると数倍～数十倍の数で推移しています。この時期の総人口の増加は「社会増」が大きく

影響しています。 

〇1991 年以降「社会増」数が大きく減少し、1995 年には初めて社会減となりました。この

ころから 2000年までは、「社会増減」は‐25～100前後、「自然増減」は 20～100前後で推

移し、両者に大きな隔たりはなく、合算するとおおむね増となっています。このため、総

人口は微増傾向で、1999年にはピークを迎えました。 

○2001 年以降現在までは「社会減」の傾向が強くなり、-200～20 前後で推移しています。

〇2010年以降は「自然減」が続いており、総人口は微減傾向になっています。 

〇今後、「社会減」が一層進み、「自然減」も進行することが予想され、総人口は、これまで

よりも早いペースで減少していくことが懸念されます。 

 

 

図１－７ 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※三重県統計課「月別人口調査」「三重県勢要覧」（前年10月1日～9月30日）より作成 
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（４）世帯の動向 

①家族類型別世帯数の推移 

○夫婦と子から成る世帯及び三世代同居世帯（その他の一般世帯に含まれる）等が減少する

一方、単独世帯と夫婦のみの世帯が大きく増加しています。 

 

図１－８ 東員町の家族類型別一般世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－９ 東員町の一般世帯の家族類型別比率の推移 
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②単独世帯数の推移 

〇男性の単独世帯は全年代において増加していますが、30～40 歳及び 50～64 歳の増加率が

高くなっており、未婚者の増加であると思われます。 

〇女性の単独世帯は全年代において増加していますが、50～64歳、65～74歳及び 75歳以上

の増加率が高くなっており、高齢者の単独世帯が増えていることがわかります。 

 

図１－10 東員町の年齢別単独世帯数の推移（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－11 東員町の年齢別単独世帯数の推移（女性） 
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（５）雇用の状況 

①就労状況 

〇東員町の男性の就業業種は、全国に比べて製造業に集中しており、第 1次産業がかなり少

なくなっています。 

〇女性の就業業種も男性と同様の傾向ですが、男性よりもサービス産業が多くなっています。 

 

図１－12 東員町の産業別従業者数と特化係数 2 

 

 

 

  ※国勢調査により作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

Ａ
農
業
，
林
業

う
ち
農
業

Ｂ
漁
業

Ｃ
鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

Ｄ
建
設
業

Ｅ
製
造
業

Ｆ
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

Ｇ
情
報
通
信
業

Ｈ
運
輸
業
，
郵
便
業

Ｉ卸
売
業
，
小
売
業

Ｊ
金
融
業
，
保
険
業

Ｋ
不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

Ｌ
学
術
研
究
，
専
門

・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

Ｍ
宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

Ｎ
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，

娯
楽
業

Ｏ
教
育
，
学
習
支
援
業

Ｐ
医
療
，
福
祉

Ｑ
複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

Ｒ
サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

Ｓ
公
務
（
他
に
分
類

さ
れ
る
も
の
を
除
く
）

Ｔ
分
類
不
能
の
産
業

(特化係数)(従業者数：人)

男性 女性 特化係数(男) 特化係数(女)



 

12 

 

②就労状況の推移 

〇東員町では、男女の卸売・小売業と男性の建設業、女性の製造業は、従業者数の減少傾向

が顕著になっています。 

 

図１－13 東員町の就労状況の推移 
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※ 国勢調査より作成 

※ 平成14年と平成19年に産業分類の変更が行われたため、必ずしも連続性は維持されていない。 
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２．人口の自然増減の要因分析 

（１）合計特殊出生率の状況 

〇東員町の合計特殊出生率は、三重県や全国よりも低い出生率で推移しており、平成 25（2013）

年では 1.28 であり、全国よりも 0.15 ポイント、三重県よりも 0.21 ポイント低くなって

います。 

〇三重県下では、29市町のうちの 28番目に低い水準であり、近隣では、いなべ市 1.42、四

日市市・桑名市・鈴鹿市が 1.54、菰野町 1.62、川越町 1.78、朝日町 2.07となっています。 

 

図２－１ 合計特殊出生率の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ 合計特殊出生率の県内

市町村別比較    

2013（平成 25）年 
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（２）出生数の状況 

〇東員町の出生数は、年間 180人前後であり、横ばい傾向にあります。 
 

 

図２－３  東員町の出生数 
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（３）合計特殊出生率と未婚率及び有配偶出生率の推移 

①全国の状況 

○合計特殊出生率は、未婚率（女性）と有配偶出生率との間に強い相関があり、女性の未婚

率と、有配偶出生率に分けて考えることができるとされています。（三重県人口ビジョン

（中間案）より） 

○合計特殊出生率の低下は、全国では 1975 年から顕著になってきましたが、同時期に有配

偶出生率の低下も始まっており、未婚率の上昇とほぼ同時期となっています。 

○未婚率は男女とも 1985 年から一貫して上昇してきましたが、最近の５年間は上昇が減速

しています。 

○有配偶出生率は、1990 年の 65.8を底に緩やかな上昇傾向にあり、2010 年は 79.2 で 1980

年の水準に回復しています。 

 

図２－４ 合計特殊出生率、未婚率（20-49歳）、有配偶出生率の推移（全国） 
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②東員町の状況 

○東員町の未婚率は全国平均よりもやや低く、有配偶出生率は全国平均より約 13 ポイント

も低い 68.4％しかなく、全国の都道府県と比較して、かなり低いことがわかります。 

○東員町の出生率が低いのは、有配偶者の出生率が低いことが一要因であると思われます。 

 

図２－５ 合計特殊出生率、未婚率（20-49歳）、有配偶出生率の推移（東員町） 

 

 

 

図２－６ 東員町の未婚率（女性）と有配偶出生率の全国との比較（2010年） 
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※東員町の有配偶出生率は国勢調査、人口動態調査から作成 

※東員町の合計特殊出生率は人口動態調査から作成 
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（４）年齢階層別に見た未婚率及び有配偶者出生率 

○未婚率は全年代で上昇傾向にありますが、1980年代から、特に25～29歳の女性、30～34歳

の男性で急激な上昇が始まっています。 

○有配偶出生率は、女性の年齢が低いほど格段に高くなっています。2005年と2010年を比較

すると、20～24歳の出生率が上昇しており、全国よりも高くなっていますが、未婚率が約

91％と高い世代のため、出生数への影響は少ないものと思わ                                                                                                                                                                                                                                                                                                             

れます。 

○都道府県データにより女性の未婚率と各種社会生活統計指標との相関関係を分析した結

果によれば、労働関係（第3次産業就業者比率など）指標との相関が強いことから、働く

女性の増加が未婚率に影響しているものと思われます。（分析は、三重県人口ビジョン（中

間案）による） 

 

図２－７ 東員町の年齢階層別未婚率の推移（20～49歳） 

 

※国勢調査より作成 
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３．人口移動（社会増減）の分析 

（１）東員町における社会増減の推移 

〇東員町の社会増減は、2011年以降、転出超過が続いています。特に、男性よりも女性の転

出が多くなっています。 

 

図３－１ 社会動態の推移 
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（２）年齢別の転出入の状況 

○東員町では、男女ともに進学の時期にあたる 10～14 歳→15～19 歳、及び 15～19 歳→20

～24 歳で転出超過の傾向があり、また、就職期や結婚期にあたる 20～24 歳→25～29 歳、

25～29歳→30～34歳で転出超過の傾向がみられます。 

○10 歳未満と 30 歳代では転入超過となっており、ファミリーでの転入が多いものと思われ

ます。 

○笹尾・城山地区の開発に伴い、1980 年代には、30 歳代で男女ともに大幅な転入超過でし

たが、最近ではかなり少なくなっています。 

○最近は、男女ともに転出超過の世代が半数近くあります。 

 

図３－２ 年齢階層別人口移動の推移（東員町男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 年齢階層別人口移動の推移（東員町女性） 
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（３）転出入の状況 

○東員町からの転出は、近隣の桑名市、四日市市、いなべ市、名古屋市及び愛知県が多くな

っており、転入も同様の市町からが多くなっています。 

○転出入の結果、桑名市、四日市市とは転入超過ですが、名古屋市、愛知県、その他の地域

へは転出超過となっています。 

 

 

図３－４ 東員町からの転出先（H26年）  図３－５ 東員町への転入先（H26年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 東員町への転出入の状況（H26年） 
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４．将来人口推計 

（１）既存資料による東員町の将来人口見通し 

①総人口 

○国から提供されている将来人口推計を使って、パターン１（社人研推計準拠）とパターン

２（日本創成会議推計準拠）の総人口の推計値を比較してみると、平成52（2040）年の総

人口は、パターン１で20,079人、パターン２で19,305人、774人の差が生じています。純

移動数縮小が少なかったパターン２では人口減少が一層進む見通しとなっています。 

 

 パターン１：全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計準拠） 

パターン２：全国の総移動数が、平成22（2010）～27（2015）年の推計値と概ね同水準で

それ以降も推移すると仮定した推計（日本創成会議推計準拠）  

 

図４－１ 東員町の将来人口推計パターン１とパターン２の比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）パターン1については、平成52（2040）年までの出生・死亡・移動等の傾向がその後も継続する

と仮定して、平成72（2060）年まで推計した場合を示している。 

パターン２については、日本創成会議において、全国の総移動数が概ね一定水準との仮定の下で

平成52年までの推計が行われたものであり、これに準拠するため、平成52年までの表示としてい

る。 
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②年齢区分別人口 

   ○老年人口（65歳以上）比率は、現行の 20％台から 2060年には 40.5％まで増加し、生産年

齢・年少人口比率は減少すると推計されています。 

   ○老年人口は、2010年の 5,298人から 2025年には 8,186人に増加し、その後 2060年には

6,077人まで減少しますが、現状よりは多い水準となります。生産年齢人口は、2010年の

16,987人から 2060年には 7,520人まで、約 44％まで減少します。年少人口も、2010年の

3,373人から 2060年には 1,400人に、約 42％まで減少します。 

 

表４－１ 総人口及び年齢区分別人口推計（社人研推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ 年齢区分別比率の推計（社人研推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３ 年齢区分別人口の推計（社人研推計） 
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